




Q.どんな条件で働くの？ 

労働契約 

働く人（労働者）と会社（使用者）との間で、どんな条件で雇われるか、

雇うか約束することを「労働契約」と言います。

労働基準法（第１５条）では、使用者は労働者に対して労働条件を

明らかにすることを義務付けています。  

【【書面で示さなければいけない労働条件】  

① 労働契約の期間  

② 仕事をする場所（雇入れ直後、途中で仕事場所が変更する場合も）、

　 仕事の内容  

③ 仕事の始めと終りの時刻、残業の有無、休憩時間、

　 休日・休暇、就業時転換 （交替制勤務のローテーション）など  

④ 賃金の決定、計算と支払い方法、支払いの時期など  

⑤⑤ 退職について事由及び手続（解雇の事由を含む）  

就業規則 

労働者の賃金や労働時間などの労働条件や職場の規律を書面に

したものが「就業規則」です。

就業規則は見やすい場所へ掲示したり、書面を労働者へ

配るなどして周知しなければなりません。  

【必ず記載する事項】  

①① 仕事の始めと終りの時刻、休憩時間、休日・休暇などに関すること

② 賃金の決定、計算と支払い方法、締切と支払い時期、昇給に関すること

③ 退職に関すること（解雇の事由を含む）

【次のような定めをする場合に記載する事項】  

① 退職手当を除く臨時の賃金等及び最低賃金額に関すること

② 労働者の食費・作業用品その他の負担に関すること  

③ 安全及び衛生に関すること  

④④ 職業訓練に関すること  

⑤ 災害補償及び業務外の傷病扶助に関すること  

⑥ 表彰及び制裁の種類及び程度に関すること  
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Q.給料はちゃんと払ってもらえるの？ 

賃金の原則 

賃金は、原則として毎月１回以上、一定の日にちを決めて、全額通貨で働いた人

に直接払うことが労働基準法（第２４条）で決められています。  

また、地域や業種ごとに賃金の最低基準が決まっていて、それ以下で働くことは

禁止されています。  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【神奈川県の最低賃金】 

　　　　　　　　　　　時間額 １，１６２円 （令和６年１０月から）  

　　　　　　　　　　　① 賃金が時間給以外の人は、

　　　　　　　　　　　　 時間当たりの金額に換算して最低賃金と比較します。  

　　　　　　　　　　　② 業種によってはこの金額を上回る最低賃金額が

　　　　　　　　　　　　 別に定められています。

　　　　　　　　　　　③ 最低賃金は毎年１回１０月頃に見直されます。

　　　　　　　　　　　　　　　　

　　社会保険
　　　社会保険とは、「いつ、どこで、だれが」遭遇するかわからない病気や

　　　ケガ、労働災害、失業など万が一に備えて、相互扶助の理念に基づき、

　　　お互いに資金を出し合って、共に助け合う制度です。

　　　制度には、医療、年金、介護、雇用、労災の５つの保険があります。  

　　　社会保険の適用拡大 

　　　　　令和４年１０月１日から段階的に社会保険の加入対象が拡大され、第一

　　　段階として、従業員数５１名以上の会社(例外あり)では、次の要件に全て

　　　当てはまると、パート・アルバイトの社会保険への加入義務があります。 

　　　　　　　　 ・週の所定労働時間数が２０時間以上  

 　　　　　　　　・月額賃金が８８，０００円以上  

 　　　　　　　　・２か月を超える雇用の見込みがあること  

　　　　　　　　 ・学生ではないこと  
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Q.働く時間に決まりはあるの？

労働時間

労働基準法（第３２条）で、休憩時間を除き、１週４０時間、１日８時間と

決められています。しかし、忙しいときとそうでないときの差がある会社では、

労働基準法（第３２条の２～第３２条の５）の中で、労働時間を弾力化し、

　　　１日の労働時間を短縮して休日を減らす等の変形労働時間制を

　　　　　　　　　　　　　採用する場合があります。 

　　　　　　　　  〈参考〉・第３２条の２…１か月単位の変形労働時間制  

　　　　　　　　　　　　・第３２条の３…フレックスタイム制  

　　　　　　　　　　　　・第３２条の４…１年単位の変形労働時間制  

　　　　　　　　　　　　・第３２条の５…１週間単位の非定型的変形労働時間制

残業・休日労働

会社と労働者が労使協定を結び、労働基準監督署長

にに届け出ることによって、残業（時間外労働）や休日

労働が可能となります。この労使協定を労働基準法（第３６条）

に基づき、３６（サブロク）協定と呼んでいます。

【３６協定の内容】  

・時間外労働を必要とする具体的事由  

・業務の種類  

・労働者数  

・・所定労働時間を延長することができる時間

時間外労働の上限規制

大企業では令和元年４月から、中小企業では令和２年４月から、

時間外労働の上限は、法律によって原則月４５時間・年３６０時間

と定められており、臨時的な特別の事由がなければこれを超えること

ができません。  

また、上限を超過できる場合においても、月４５時間を超えることが

でできるのは年６か月まで、年７２０時間以内など限度が設けられています。

これらの法律に違反した場合には、罰則が科せられるおそれがあります。  



05

Q.休みはとれるの？

年次有給休暇

会社が労働者を雇い入れた日から、６か月継続勤務し、出勤すべき日の

８割以上を出勤した労働者に年次有給休暇が与えられます。

〔労働基準法（第３９条）〕正社員やパート、アルバイトなどの

勤務形態に関係なく、働く人すべてがもらうことができます。  

ままた、日数は勤務年数に比例して増えていき、

休むことができなかった分は２年を限度に繰り越すことができます。  

　年次有給休暇の時季指定

　大企業・中小企業において、令和元年４月から、年次有給休暇が

　１０日以上付与される労働者に対して次のことが決められました。  

　　① 使用者は、労働者に年次有給休暇を付与した日から１年以内に、

　　　 取得時季を指定して５日の年次有給休暇を取得させなければいけません。

　  　   ② 時季指定については、労働者の意見を聴取し、

　　　 希望に沿った取得時季になるよう努めなければなりません。  

　　③ 既に労働者が、５日以上の年次有給休暇を請求・取得している場合には、

　　　 使用者が時季を指定する必要はなく、また指定する事もできません。  



06

休 日

労働基準法（第３５条）で、毎週少なくとも１回、又は４週間を通じて４日以上の休日が

あります。なお、就業規則で、休日を振替えることがあります。

（振替えられた日以降、できる限り近接した日を休日とすることになっています。）  

休憩時間

労働者が労働から完全に離れられる時間が「休憩時間」です。  

１１日の労働時間が６時間を超え、８時間未満は４５分、８時間を超えると６０分、

休憩が取れます。労働基準法（第３４条）で、休憩時間は

Ⅰ.労働時間の途中に、Ⅱ.全員いっせいに、Ⅲ.自由に利用させることが

原則になっています。  

Point !  

次の場合は、「休憩時間」ではなく「労働時間」になります。

① 業務の準備や片付けなどを事業所内にて行うことが使用者から義務付けられている、

　　 または、余儀なくされている場合。  

② 実際に仕事をしていなくても、電話や来客の当番として待機している場合。  
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Q.安全な環境で仕事ができるの？ 

安全衛生  

安全な職場環境は、賃金や労働時間とならぶ重要な労 働条件です。 まず、労働契約法（第５条）

では、会社は安全配慮義務を負うと規定されています。また、職場における労働者の安全と健康

を確保するとともに、快適な職場環境を形成することを目的として「労働安全衛生法」が制定さ

れています。会社は、労働災害を防止するために、労働安全衛生法で定められた最低基準を守る

　　　　　　　　　　　　　だけでなく快適な職場環境をつくり、労働条件を改善することで、労働者の安全

　　　　　　　　　と健康を守らなければならないと決められています。 

　　　　　　　Point !　会社は、労働者を雇入れるときや継続雇用するときには、事業者
　　　　　　　　　　　　　の負担で１年に１回定期健康診断を行わなければなりません。

　　　　　　　　　　　　　会社の業務が危険有害業務である場合は、

　　　　　　　　　　　　　　特別な健康診断（特殊健康診断）を行わなければなりません。

　　　　　　　　　　　　　　（１年に２回の場合が多い）「短時間労働者の雇用管理の改善等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に関する法律の施行について」により、１年以上の有期契約のパートには

　　　　　　　　　　　実施が望ましいとされています。  

　　　　　　　　　　過労死ライン  

　　　　　　　　　　各地の労働基準監督署が脳出血や心筋梗塞（こうそく）などによる過労死

　　　　　　　　　　を労災認定する際の基準は、厚生労働省が定める時間外労働時間です。

　　　　　　　　　　発症前の１～６か月間に時間外労働が１か月あたり約４５時間を超える場

　　　　　　　　　　合は業務と発症との関連性が徐々に強まるとされています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発症前１か月間に約１００時間、または発症前２～６か月間に１か月あたり

　　　　　　　　　　約８０時間を超える時間外労働があった場合は「業務と発症との関連性が

　　　　　　　　　　強い」 としています。  

　　　　　　　　　ストレスチェックと精神疾患  

　　　　　　　　　平成２７年１２月１日より、ストレスチェックの実施が常時５０人以上の労働者

　　　　　　　を使用する事業場において義務化されました。これにより、自らの精神状態を知る

　　　　　　　ことができ、また、検査の結果しだいでは医師による面接指導が受けられます。

　　　　　　　　　　　万が一、精神疾患を発病した場合には、労災認定されることもあります。

　　　　　　その評価基準は、「発病の原因が完全に業務中の出来事に起因しているか」や

　　　　　　「年齢・職種・経験などが同等の人が同じ境遇にさらされた場合に

　　　　　　どう受け止めるか」などとされています。  
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Q.ハラスメントってなに？
　職場でハラスメントを受けたとき、どうすればいいの？  
ハラスメントとは「悩ますこと、嫌がらせ」という意味の言葉で、

職場におけるハラスメントには次のようなものが挙げられます。  

セクシュアルハラスメント  

労働者が性的な言動を拒否・抵抗したことを理由に、使用者が解雇、降格、

減減給などの不利益を与えたり、相手の意に反する性的

な言動によって職場環境を不快なものにし、労働者が

十分に能力を発揮できなくなるなどの支障を与える

ことをセクシャルハラスメント（セクハラ）と言います。  

パワーハラスメント

職務上の地位や人間関係などの優越的な立場を背景に、

業務上、必要以上に精神的・身体的苦痛を与えたり、職場環境を

悪悪化させる行為をパワーハラスメント（パワハラ）と言います。

カスタマーハラスメント

暴力、脅迫、暴言、不当な要求といった顧客（消費者、企業間取引とわず）

による理不尽で著しい迷惑行為をいいます。

ハラスメントを受けた場合 

ハラスメントを受けた場合、神奈川労働局・雇用環境均等部など、

専用の窓口へ相談することができます。

（（連絡先は１１～１２ページ参照）誰にいつ何をされたのかが分かるように

メモをとったり、メールやＳＮＳなどを保管したりと、記録を残すことで

相談がスムーズになります。また、労働条件通知書や給与明細、

解雇通知などの書類を大切に保管してください。
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Q.仕事を辞めたい・・・
　　　辞めさせられそう・・・  
　　　　　　　どうすればいいの？  
　　　　退職と解雇  

　　　　　労働者から労働契約を終了させることを「退職」と言い、

　　　　　　使用者から労働契約を終了させることを「解雇」と言います。 

　　　　　　　　　　　労働者が突然辞めてしまうと、使用者も残された同僚も困って

　　　　　　しまいます。そこで就業規則には後任の手 配や事務引継ぎ

　　　　　　期間を見込んで「退職の申し出は退職予定日の１か月前までに

　　　　　　すること」など、退職日までに申し出期間が定められていること

　　　　　　が多いようです。また、解雇はいつでも自由にできるものでは

　　　　　　ありません。労働契約法第１６条において、

　　　　　　解雇は客観的に合理的な理由がなく、社会通念上相当である

　　　　　　　　　と認められない場合は無効と定めています。 

　　　　不当な解雇 

　　　　雇用契約が成立してから就労が開始されるまでの期間を採用内定

　　　期間といい、この期間に雇用契約を破棄することを「内定取消し」と

　　いいます。また、就労が開始され、使用者が履歴書や面接だけでは評価

　　できない職務能力や適性、勤務態度などを判断するための期間を

　　　「試用期間」といい、この期間に適格と認められない場合、本採用を

　　　　　拒否される場合があります。使用者には、内定取消し及び本採用の

　　　　拒否をする権限が認められていますが、 これらの行為も「解雇」に

　　　　あたるため、目的に照らして客観的に合理的な理由と社会通念上、

　　　　相当であると認められる場合でなければ無効となります。  
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Q.仕事を辞めたあとの生活はどうすればいいの？ 

雇用保険（失業保険）

「雇用保険」は、労働者が万が一失業してしまったときに、失業中の生活を

心配せずに新しい仕事を見つけて、１日でも早く再就職できるようにする

ための給付をする保険です。  

雇用保険事業の中には、育児・介護休業を取得する人を対象とした

育育児休業給付や介護休業給付、一定の条件を満たした在職者と離職者を

対象に教育訓練経費の一部を補助する教育訓練給付などもあります。  

原則的に、労働者を一人でも雇っている会社は雇用保険に加入しています。

週２０時間以上働く労働者は本人の加入意思の有無に関わらず、

すべて被保険者となり、

事業主が保険料の一部を負担するかたちで給与から天引きされます。

失業後に手当てが給付される日数は次のとおりです。  
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９：００～１７：００

困ったときには以下の連絡先に御気軽に御連絡ください。
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